
（平成２３年５月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

京都厚生年金 事案 2450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、

昭和 50 年１月は 11 万 8,000 円、52 年２月から同年４月までは 19 万円、53

年８月及び同年９月は 20 万円、54 年２月から同年９月までは 22 万円、55

年８月及び同年９月は 24 万円、56 年８月及び同年９月は 26 万円、57 年８

月及び同年９月は 28 万円、58 年８月及び同年９月は 30 万円、60 年８月及

び同年９月は 32 万円、62 年８月及び同年９月は 34 万円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年８月から平成３年２月まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、株式会社Ａで勤務してい

た期間について、実際に支給された給与額と年金機構に記録されている

標準報酬月額が食い違っている期間があることがわかった。申立期間の

うち給与額と相違している期間について標準報酬月額を訂正してほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち昭和 50 年１月、52 年２月、同年４月、53 年８月、54 年

２月、同年６月から同年８月まで、55 年８月、56 年８月、57 年８月、58

年８月、60 年８月及び同年９月、62 年８月の標準報酬月額については、申

立人が所持する給料支払明細書により、オンライン記録の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料より高い保険料が給与から控除されていることが確

認できる。 



                      

  

   また、給料支払明細書が無い期間については、上記給料支払明細書に記

載された厚生年金保険料控除額において、少なくとも昭和 53年８月以降は、

毎年２月又は８月の昇給月に合わせて変更されていることが確認でき、当

時の給与事務担当者は「昇給時に厚生年金保険料控除額を増額し、以後は

次の昇給時まで一定額を控除していた。」と供述していることから、53 年９

月、54 年３月から同年５月、同年９月、55 年９月、56 年９月、57 年９月、

58 年９月、62 年９月についても、その前後の月と同額の厚生年金保険料が

控除されていたことが推認できる。 

   さらに、昭和 52 年３月についても、同年２月及び４月の給料支払明細書

の記載から、前後の月と同額の厚生年金保険料が控除されていたことが推

認できる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立人が所

持する給料支払明細書に記載された厚生年金保険料控除額から判断して、

昭和 50 年１月は 11 万 8,000 円、52 年２月から同年４月までは 19 万円、53

年８月及び同年９月は 20 万円、54 年２月から同年９月までは 22 万円、55

年８月及び同年９月は 24 万円、56 年８月及び同年９月は 26 万円、57 年８

月及び同年９月は 28 万円、58 年８月及び同年９月は 30 万円、60 年８月及

び同年９月は 32 万円、62 年８月及び同年９月は 34 万円に訂正することが

必要である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明と回答しているが、申立人の厚生年金保険料控除額は毎年の

昇給月である２月又は８月に変更されている一方、申立人の毎年の標準報

酬月額が 10 月に改定され、以後一定であり、長期間にわたり一致していな

いことから、事業主は給料支払明細書で確認及び推認できる保険料控除額

に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

   一方、申立期間のうち昭和 51 年 12 月及び 52 年１月、同年６月から同年

８月まで、同年 12 月から 53 年２月まで、同年５月から同年７月まで、同

年 12 月及び 54 年１月、同年 12 月から 55 年２月まで、同年６月及び同年

７月、同年 12 月から 56 年２月まで、同年６月及び同年７月、同年 12 月か

ら 57 年２月まで、同年６月及び同年７月、同年 12 月から 58 年２月まで、

同年６月、同年 12 月から 59 年２月まで、同年５月から同年８月まで、同

年 12 月から 60 年２月まで、同年６月、同年 10 月、同年 12 月、61 年２月、

同年４月、同年６月、同年８月、同年 10 月、同年 12 月、62 年２月、同年



                      

  

６月、同年 10 月から同年 12 月まで、63 年２月については、給料支払明細

書に記載された厚生年金保険料控除額から算定される標準報酬月額がオン

ライン記録の標準報酬月額と同額であるか、又は下回っていることから、

厚生年金保険の保険給付及び納付の特例等に関する法律による保険給付の

対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

   また、昭和 48 年８月から 49 年 12 月まで、50 年２月から 51 年 11 月まで、

52 年５月、同年９月から同年 11 月まで、53 年３月及び同年４月、同年 10

月及び同年 11 月、54 年 10 月及び同年 11 月、55 年３月から同年５月まで、

同年 10 月及び同年 11 月、56 年３月から同年５月まで、同年 10 月及び同年

11 月、57 年３月から同年５月まで、同年 10 月及び同年 11 月、58 年３月か

ら同年５月まで、同年７月、同年 10 月及び同年 11 月、59 年３月及び同年

４月、同年９月から同年 11 月まで、60 年３月から同年５月まで、同年７月、

同年 11 月、61 年１月、同年３月、同年５月、同年７月、同年９月、同年

11 月、62 年１月、同年３月から同年５月まで、同年７月、63 年１月、同年

３月から平成３年２月までの期間については、申立人は給料支払明細書を

所持しておらず、事業主も当該期間に係る賃金台帳等の資料を保管してい

ないため、厚生年金保険料が控除されていたことが確認できない。 

   このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間②について、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）にお

ける厚生年金保険被保険者資格の喪失日は昭和 33年３月１日であると認め

られることから、申立期間②における被保険者資格の喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 32 年９月は 9,000 円、

同年 10 月から 33 年２月までは１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 12 月１日から 32 年４月１日まで 

             ② 昭和 32 年９月１日から 33 年４月１日まで 

             ③ 昭和 33 年４月１日から 35 年４月１日まで 

    私は、昭和 31 年３月に大学を卒業し父の経営するＣ株式会社に同年４

月から 32 年３月まで勤務したが、父と喧嘩をしたため退社し、同社の取

引先であったＡ株式会社に同年４月から 33 年３月まで勤務した。その後

父と和解し再びＣ株式会社に戻り同年４月から 35年３月まで勤務したが、

申立期間①の 31 年 12 月から 32 年３月まで、申立期間②の同年９月から

33 年３月まで、及び申立期間③の同年４月から 35 年３月までの厚生年金

保険の加入期間が無いので、調査の上、厚生年金保険の加入記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、オンラインの記録では、申立人のＡ株式会社にお

ける厚生年金保険の被保険者資格の喪失日は、昭和 32 年９月１日として記

録されている。 

   しかし、当該事業所の元同僚は、「申立人は私の後で入社し申立期間に勤

務していたのは間違いがない。同社が昭和 33 年３月末でＤの方に移転する



                      

  

ので、通勤が不便になるため申立人と一緒に退職した。」と回答している上、

登記簿において同社本店が昭和 33 年６月にＥ市Ｆ区から同市Ｇ区Ｈ（いわ

ゆるＤ地区）に移転しており、当該同僚については、当該事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿において資格喪失日は昭和 33年３月１日

と記載されていることが確認できる。 

   また、Ａ株式会社に係る申立人の上記被保険者名簿を見ると、昭和 32 年

10 月の定時決定が記載されている上、備考欄に 33 年と一旦記載された日付

が二本線で抹消されており、申立人の年金記録が適正に管理されていなか

ったことがうかがえる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人のＡ株式会社における資格喪失日

は昭和 33 年３月１日であると認められる。 

   なお、昭和 32 年９月から 33 年２月までの標準報酬月額については、申

立人の上記被保険者名簿の記載から、32 年９月は 9,000 円、同年 10 月から

33 年２月までは１万円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①及び③について、Ｃ株式会社に勤務していた元同僚の

供述から、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたこと

は推認できる。 

   しかし、Ｃ株式会社は昭和 49 年 10 月に解散している上、当時の事業主

は既に亡くなっているため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことは確認できない。 

   また、Ｃ株式会社に申立期間当時勤務していた複数の元同僚からは、申

立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことについて確認するための資料及び供述を得ること

ができない。 

   さらに、Ｃ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の氏名の記載は無く、健康保険番号は連続しており健康保険番号に

欠番も見られず、申立人に係る厚生年金保険の記録が欠落したとは考え難

い。 

   加えて、申立人は「妻が昭和 35 年＊月に長女を出産したときにＩ病院で

受診した。」と述べているが、申立人が所持している当該病院の領収書は自

費診療の領収書である上、当該病院は現在医療機関として登録されていな

いため、申立人の妻が当該病院においてＣ株式会社による健康保険証によ

り受診したことは確認できない。 

   また、申立期間②のうち、昭和 33 年３月１日から同年４月１日までの期

間について、Ａ株式会社の後継会社であるＢ株式会社の事業主に照会した

ところ、「申立期間当時の資料が保管されておらず、申立期間における申立



                      

  

人の勤務実態及び厚生年金保険料を給与から控除したかは不明である。」と

回答しているため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認することはできない。 

   さらに、申立期間①及び③のＣ株式会社及び申立期間②のうち昭和 33 年

３月１日から同年４月１日までのＡ株式会社における申立人に係る雇用保

険の加入記録は確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間①、申立期間②のうち昭和 33 年３月１日か

ら同年４月１日までの期間及び申立期間③における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、申立期間②のうち昭

和 33年３月１日から同年４月１日までの期間及び申立期間③の期間につい

て厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を平成４年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月 21 日から同年４月１日まで 

    私は、株式会社Ａに平成３年４月１日から４年３月 31 日まで継続して

勤務し、同年３月 21 日から同年３月 31 日までの給与から厚生年金保険

料も控除されているが、厚生年金保険の加入期間が同年３月 21 日付けで

資格喪失となっているので、調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している給与支払明細書により、申立人は申立期間におい

て株式会社Ａに継続して勤務し、同年３月分の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与支払明細書におい

て確認できる保険料控除額から 20 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主から回答が得られず、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 12 月４日から 32 年４月１日まで 

               （Ａ工場） 

             ② 昭和 32 年４月 10 日から 34 年５月 17 日まで 

               （Ｂ工場） 

    私は脱退手当金の支給を受けていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（全２ページ）に記載

されている脱退手当金の受給資格を有し、資格喪失日の記載のある女性は

６人確認できるところ、脱退手当金の支給記録が確認できる者は３人と少

ない上、そのうちの１人は資格喪失日から約１年１か月後に支給決定され

ていることを踏まえると、当該事業所において、事業主による代理請求が

通例として行われていた状況はうかがえない。 

   また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保

険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっており、

３回の被保険者期間のうち、申立人が、最初の被保険者期間を失念すると

は考え難い。 

   さらに、前述のとおり、Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に記載された従業員のうち、オンライン記録において脱退手当金支給記

録が確認できる者は３人確認できるところ、申立人以外の２人は同名簿に



                      

  

「脱」表示が有るが申立人にはその表示が無い。 

   加えて、社会保険庁（当時）に保管されているべき申立人の厚生年金保

険被保険者台帳が保管されておらず、脱退手当金の算定に必要となる標準

報酬月額等の照会など、脱退手当金の支給手続が行われたかどうか確認で

きない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年５月１日から同年 12 月 30 日まで 

               （Ａ有限会社） 

             ② 昭和 34 年８月１日から 38 年１月１日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    申立期間の厚生年金保険加入期間は、脱退手当金を受給したことにさ

れているが、私は、脱退手当金を受給した記憶が無いので、調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ有限会社（現在はＣ株式会社）及びＢ株式会社の厚生年金

保険被保険者期間については、脱退手当金を受給していないと主張してい

る。 

   しかしながら、年金事務所が保管する申立人の脱退手当金裁定請求書で

は、Ａ有限会社及びＢ株式会社の被保険者期間について併せて脱退手当金

を請求していることが確認できる。 

   また、脱退手当金裁定請求書には、「受付 38.7.23 Ｄ社会保険事務所」

及び「現金 38.11.21 支払済」の押印が有るとともに、厚生年金保険被

保険者証を紛失した旨が記載された申立人が作成した理由書も添付されて

いる上、昭和 38 年 11 月 21 日に申立人が社会保険事務所（当時）の窓口で

脱退手当金を受領した旨の署名及び押印が確認できる。 

   さらに、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人

の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱退手当金」の



                      

  

押印が有る上、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2455 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年５月 10 日から 34 年８月 20 日まで 

             （Ａ工場） 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受給した覚えが無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   年金事務所には、年金事務所が保管する申立人の脱退手当金裁定請求書

が保管されており、Ａ工場の被保険者期間（申立期間と同一）について、

申立人が脱退手当金を請求していることが確認できる。 

   また、当該脱退手当金裁定請求書には、「この保険をやめた日 昭和 34

年８月 20 日」と記載されており、「受付 36.10.31 Ｂ社会保険事務所」、

「小切手 36.12.27 交付済」の押印が確認できる。 

   さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立

期間に係る事業所であるＡ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申

立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示

が有る上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金支給額の

算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手

当金の裁定庁へ回答したことを意味する「回答済 36.12.２」の押印が確

認できるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と



                      

  

申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求者

からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握する

ことは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在する

ことに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2456 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年７月 16 日から 34 年５月１日まで  

    私は、昭和 30 年 7 月から 34 年 5 月のＡ株式会社での厚生年金保険の

加入期間について、脱退手当金を受けたことになっているが、手続をし

た記憶も、受け取った記憶もない。私は、在職中は会社の寮に住んでい

たので、退職と同時に引っ越して、Ｂ県の実家に戻った。調査をして欲

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、Ａ株式会社の厚生年金保険被保険者期間については、脱退手

当金を受給していないと主張している。 

   しかしながら、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保

険被保険者資格喪失日から比較的短期間である約３か月後の昭和 34 年８

月３日に支給されている。 

   また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

記録の備考欄には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示

があるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている

別事業所での厚生年金保険被保険者期間があるが、未請求の被保険者期間

と申立期間とは別番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無い

場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握することは困難であっ

たことを踏まえると、支給されていない期間が存在することに不自然さは



                      

  

うかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2457 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月１日から 57 年１月８日まで 

    株式会社Ａを退職して、間を空けずにＢ株式会社に入社したので、昭

和 54 年３月から平成３年５月まで、厚生年金保険に加入していたはずで

ある。しかし昭和 54 年３月から 56 年 12 月までの 34 か月間が消えてし

まっている。間違いなくＢ株式会社に勤めていたので、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ株式会社の元事業主の回答及び元同僚の供述から、申立人が申立期間

において当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、上記事業主は、「既に会社を整理しており関係資料は保存してい

ない。」と回答しており、申立期間において申立人の給与から厚生年金保険

料が控除されていたことを確認することができない。 

   また、申立期間にＢ株式会社に勤務していた複数の同僚に照会したが、

申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていたことについて確認する

ための資料及び供述を得ることができない。 

   さらに、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間の健康保険番号は連続しており欠番も見られないことから、申立

人に係る厚生年金保険の記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、Ｂ株式会社における申立人の雇用保険加入記録は確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 11 月 10 日から 42 年 12 月 16 日まで 

             （Ａ株式会社Ｂ工場） 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受領した覚えが無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、Ａ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）Ｂ工場の

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月半後の昭和 43 年１月 25 日

に支給され、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味す

る「脱 43.1」の記載が有ることが確認できる。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と

申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求者

からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握する

ことは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在する

ことに不自然さはうかがえない。 

   このほかに、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年７月１日から９年７月 27 日まで 

    合資会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間について、38 万円の

給料をもらっており、減給されることが無かったにもかかわらず、標準

報酬月額が 28 万円に引き下げられており、実際の給与額に見合っていな

い。調査の上、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、合資会社Ａに勤務していた期間において、事業主から、給料

が減額されたとの連絡を受けていなかったのにもかかわらず、申立期間に

おける厚生年金保険の標準報酬月額が実際の給与額（38 万円）に見合った

額よりも低くなっている旨主張しているところ、オンライン記録によると、

申立期間のうち、平成８年 10 月から９年６月までの期間については、申立

人の標準報酬月額は 28 万円と記載されており、標準報酬月額が遡って訂正

された記録は見受けられないものの、６年７月から８年９月までの期間に

ついては、申立人の当該事業所における標準報酬月額は、当初、38 万円と

記録されていたところ、８年５月 28 日に 28 万円に減額訂正されているこ

とが確認できる。 

   また、合資会社Ａの業務を引き継いでいる株式会社Ｂに照会したが、申

立期間当時の賃金台帳等関連資料は保管されておらず、申立期間当時から

の事業主及び経理担当者は、いずれも申立てに係る事実について記憶に無

い旨回答しており、申立人の申立期間における報酬月額及び厚生年金保険

 



                      

  

料控除額について確認することができない。 

   さらに、申立期間当時から当該事業所の経理事務を受託している税理士

事務所に照会したが、当時の資料は保管されておらず、担当していた税理

士は既に死亡しており、申立てに係る事実について確認することができな

い。 

   加えて、当該事業所の元従業員に照会しても、「私たち従業員の給料の遅

配は無く、現場にいたので、会社の事務的なことについては何も分からな

い。」と回答しており、申立人の主張を裏付ける供述及び関連資料を得るこ

とができなかった。 

   このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申

立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していない

ことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記

録訂正の対象とすることはできない旨規定されているところ、申立人は、

事業主の弟であり、合資会社Ａの法人登記簿では、同社の役員（有限責任

社員）であることが確認でき、申立人自身、「当時は給料が遅配しており、

保険料も滞納していた。」と供述しており、申立期間当時における同社の

経営状況及び保険料の納付状況について知り得る立場であった可能性が

うかがえる。 

   このため、仮に、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたとしても、

申立人は申立期間において、特例法第１条第１項ただし書に規定される

「厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り

得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められることから、

申立期間については、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできず、

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはでき

ない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2460 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年２月１日から平成２年８月 26 日まで 

    私は、申立期間当時、Ａ社の下請けをしていたＢ社（事業所名はＣ社）

に勤務していた。給与は、毎月 25 日締めで 28 日に支給され、厚生年金

保険料を引かれていた。元同僚は、所持している給与明細書に記載され

ている厚生年金保険料額とねんきん定期便に記載されている保険料納付

額とが異なっていておかしいとして申立てをし、年金記録が訂正されて

いる。私も給与明細書を所持していたが、平成 17 年に紛失してしまった。

平成２年７月の手取り給与額は 38 万 5,000 円であったのに、標準報酬月

額が 16 万円になっていておかしいので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｃ社に係るオンライン記録の標準報酬月額が、同事業所に勤

務し支給されていた給与額からみて低額であるとして申し立てている。 

   しかしながら、当該事業所に照会したところ、当時の事業主は既に亡く

なっており、事業主の親族は、「当時の関係書類は現存しておらず、当時の

ことは分からない。」と回答しているため、申立期間の厚生年金保険料の控

除額について確認することができない。 

   また、申立期間当時一緒に勤務していた元同僚６人に照会し、そのうち

２人から回答があったが、当時の報酬額及び保険料控除の状況について確

認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

   さらに、申立期間当時に当該事業所の会計事務を担当していた税理士事



                      

  

務所から提出のあった申立人に係る昭和 61 年から平成２年の源泉徴収票

に記載された社会保険料から厚生年金保険料を計算したところ、オンライ

ン記録の標準報酬月額とほぼ一致している。 

   このほか、申立人の申立期間について、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2461 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年１月８日から 37 年６月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた昭和 35 年１月８日から 37 年６月１日まで

の厚生年金保険加入期間は、脱退手当金を受給したことにされているが、

私は、脱退手当金を受け取った記憶が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の押印が有る上、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険の被保険者資格を喪失

した日から約５か月後の昭和 37 年 10 月 25 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と

申立期間である被保険者期間とは別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号

で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別の番号で管理

されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、

支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2462 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について国（厚生労働省）の記録どおりの脱退手当

金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年３月 27 日から 40 年 10 月６日まで 

    申立期間について、脱退手当金を受給した記憶は有るが、支給額と支

給日が間違っている。 

    国（厚生労働省）の記録では昭和 42 年７月 28 日に１万 3,636 円の脱

退手当金が支給されたことになっているが、受け取った時期は 43 年以降

であり、受け取った金額は 8,000 円くらいである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国（厚生労働省）の記録では、昭和 42 年７月 28 日に１万 3,636 円の脱

退手当金が支給されているが、申立人は「昭和 43 年以降に 8,000 円くらい

の脱退手当金を受け取った。」と主張している。 

   しかしながら、脱退手当金の支給を裏付ける申立人の脱退手当金裁定請

求書には、「支払済 42.７.28 Ａ社会保険事務所」の押印が有り、脱退手

当金支給決定伺には「支給金額 13,636 円」の記載が確認でき、この支払

日及び支給金額は国の記録と一致しており、申立人の主張を裏付ける事実

は見当たらない。 

   また、上記の脱退手当金裁定請求書の受領欄をみると、申立人が夫に受

領の委任をしており、申立人の夫の署名及び押印が確認できるなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間について国（厚生労働省）の記録どおりの脱退手当金を受給してい

ないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2463 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年３月 26 日から 43 年４月５日まで  

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 43 年５月１日から 44 年 11 月１日まで 

               （株式会社Ｂ） 

    申立期間の脱退手当金が支給済みとの記録となっていることを知った

が、脱退手当金を受給した覚えが無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金の支給を裏付ける申立人の脱退手当金裁定請求書には、Ａ株

式会社及び株式会社Ｂに係る厚生年金保険被保険者期間について脱退手当

金を請求及び支給したことを示す、「受付 45.８.17 Ｃ社会保険事務所」、

「隔地 45.10.13 支払済」の押印が有る。 

   また、申立期間における最終事業所である株式会社Ｂに係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されている

ことを意味する「脱手」の表示が有る上、脱退手当金は、当該２事業所を

通算して算出されており、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


